
来たい、住みたい、住み続けたいまち 大淀町
～次世代へつなぐ 共創のまちづくりをめざして～

大淀町定住促進計画 （令和７年度から５か年事業計画）

①これまでの取り組み（情報発信・定住施策）として、インフラ整備や子育て等
様々な取り組みが行われているが、一体的な情報発信ができていない。
②県による南部東部地域全体の情報発信の中では、大淀町の情報が埋もれており、
他市町村と比較し目立った施策が少なく見劣りする。

総人口の減少：平成27年から令和6年の10年間で15％減少（住民基本台帳より）
少子高齢化の進行：65歳以上の高齢化率が38％（全国平均29％）、出生数が死亡
数を大きく下回る自然減が常態化

背景
年代別には若者世代の転出が多く
合計特殊出生率も低下の一方

移住定住を促進するには、まずは大淀町の認知を広げ、来訪者を増やし、関係人口
の増加につなげる事が重要。関係人口が移住になり、定住へと進む。

目的

課題

方針
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まずは･･･

 一元的な情報発信サイトの構築

●大淀町を知ってもらう

次に

続いて

●居住の受け入れ態勢をつくる

●大淀町を訪れ体験してもらう

併せて ●大淀町の環境や支援制度を周知する

最後に ●大淀町に住むことを相談する

 滞在・仕事等場所を準備、体験情報の発信

 魅力・移住体験、町民との交流機会の創出

 補助金等の一元発信、生活ルールの発信等

 ワンストップ窓口相談、先輩との座談会

認知

観光

来訪

二地域居
住

移住

定住



施策体系
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①情報発信及び相談受け入れ
態勢の充実

1) SNS情報発信、
2) 移住相談体制の充実、
3)魅力体験機会の提供

②住みよい生活環境づくり
1) 出産･子育ての切れ目ない環境整備、
2) 充実した子育て支援体制の推進、
3) 住まいの確保

③雇用対策
1) 企業立地の推進及び企業支援、
2) 地域資源を活用した新規創業支援、
3) 手に職を持つ若者への支援

◇仕事 企業誘致や農業施策、シェアオフィス等の検討
収入減や事業継続困難などで移住定住に踏み切れない。
テレワークのほか、働く場情報の確保。

◇住居 空き家やゲストハウスを利用したお試し移住の検討
借家や空き家の情報、補助金情報を整理。事前交流不足による地域内情把握が不足。
移住者と地域コミュニティを繋ぐサポート体制が必要。

◇移住後のミスマッチ 地元に作る地域受入協議会、移住ワンストップ窓口の検討
移住後のサポート体制、子育て環境の情報提供や困りごと発生時の相談体制の整理。

重要視点



●地域定住の具体的ビジョンを提示
・不特定多数へではなく、呼び込みたい方のターゲットを絞る
・大淀町への興味関心が高い層への効率的なアプローチを図る
・移住後の生活や仕事のイメージを持たせる情報を伝達

●個別のコミュニケーションの実施
・移住定住への願望が高まった対象者へ個別コミュニケーションを実施
（移住相談、移住体験など柔軟なワンストップ相談）

・細やかな対応で移住後のミスマッチを防ぐ
●差別化された地域資源の情報発信
・独自性の高い地域資源を差別化して発信する
・知名度に左右されない専用の情報発信プラットフォームや場を確保する
・個別情報でセグメントされた地域への関心が高い層を誘引する

施策の
ポイント
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施策体系 施策内容
1）情報発信
及び相談受け
入れ態勢の充
実

① SNS等を活用したオンラインによる情報発信 町ホームページ等による情報発信
□対面等による情報発信

②相談体制の充実 庁内の相談体制の充実
地域での移住者受け入れ体制の構築

③魅力を体験する機会の提供 お試し滞在制度の創設
2）住みよい
生活環境づく
り

①出産・子育ての切れ目ない環境整備 □妊婦等包括相談支援（助産師・保健師等による支援）
□経済的支援（出産応援給付金、子育て応援給付金）

②充実した子育て支援体制の推進 不妊治療費助成  １か月児健診費用の助成
□ベビー用品譲渡会 □子育て支援センター
□一時預かり保育 発達支援室の設置
病後児保育室にじの設置 □児童手当の拡充
□子ども医療費助成の実施 □絵本の配布
□おはなし会の実施 □子育て支援情報コーナー設置
□教育支援センターの設置 □通学費助成事業

③住まいの確保 結婚新生活支援事業
奈良県移住定住支援事業

3）産業振興
及び雇用対策

①企業立地の推進及び企業支援 □大淀町企業立地の促進に関する条例
□半島振興法に基づく産業振興促進計画
□個別経営相談会の実施

②地域資源を活用した新規創業支援 □就農準備資金・経営開始資金
□経営発展支援事業

③専門的な技術や知識を持つ若者への支援 支援方法検討
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